 (
（別添
）
)企画提案に係る様式一覧表

	様式
	書　類　の　名　称

	様式１
	法人概要書

	様式２
	専属講師等の状況（法人全体）

	様式３
	過去３年間（Ｒ６～Ｒ８年度）の研修実績（法人全体）

	様式４
	研修業務に関する特色

	資料２
	令和９年度研修計画（案）
※資料２　令和８年度研修計画を修正し、提出

	様式５
	県職員　階層別研修の内容および講師についての提案

	様式６
	市町職員　階層別研修の内容および講師についての提案

	様式７
	能力開発研修の内容および講師についての提案①

	様式８
	能力開発研修の内容及び講師についての提案②

	様式９
	能力開発研修（eラーニング）の内容および講師についての提案

	様式１０
	その他の研修（県職員対象ハラスメント研修）の内容および講師についての提案

	様式１１
	追加で実施すべき研修の内容および講師についての提案

	様式１２
	職員の研修意欲を引き出す工夫と研修の効果測定についての提案

	様式１３
	実施体制の計画

	様式１４
	提出書類の開示に関する申出書





 (
（
様式１）
)法　人　概　要　書
	
	

	代表者　 職・氏 名
	

	
	〒

	
	

	資本金または資本金に相当する財産
	

	年間売上
	　　　　　　　　千円

	
	　　　　　　　　　　人
（うち女性　　　　人、女性割合　　　　％）（うち正規雇用　　人）
（うち専属講師等の数 　　　　　人）

	管　理　職　数
	　　　　　　　　　　人
（うち女性　　　　人、女性割合　　　　％）（うち正規雇用　　人）

	支店等
	
	

	
	
	〒

	
	所属・職・氏名
TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX
E-mail

	参
加
資格
要
件
	地方自治法施行令第167条の4に規定する者に該当
	する ・ しない

	
	福井県の物品の競争入札参加資格者名簿に登載されている者に該当
	する・しない・
予定(12/8まで)

	
	福井県物品購入等の契約に係る指名停止等措置要領に基づく指名停止
期間中に該当
	する ・ しない

	
	国税および地方税の滞納
	ある ・ ない

	
	再生手続開始の申立て（民事再生法）、更生手続開始の申立て（会社更生法）または破産手続開始の申立て（破産法）が行われている者
	ある ・ ない

	
	暴力団員または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者
	ある ・ ない

	
	政治団体および宗教団体に該当
	する ・ しない

	
	過去３年間に法人等の事業において刑法等の重大な法令違反
福井県からの提訴
	ある ・ ない

	
	過去５年の間に官公署等と同種、同規模程度の契約実績を有する者
	する ・ しない

	経営方針
（経営哲学、経営戦略等について、記載してください。）
	

	事業内容
（全体の事業を記載し、研修事業については、特に力を入れている分野および自信のある分野について、詳細に記載してください。）
	


＜注意事項＞
１　各項目は、令和８年１１月１日現在で記載してください。
２　「支店等」については、この業務を主に担当する支店等について記載してください。

 (
（
様式２）
)専属講師等の状況（法人全体）

【法人名　　　　　　　　　　　　　　　】
【専属講師等】
	区　分
	内　　容

	人　　数
	 (
※実人数
)専属講師等の数：　　　　　人

	専門分野
	専門分野の数：　　　　　分野

（該当する項目を○で囲んでください）
【法　　　律】地方自治法、地方公務員法、民法、商法、行政法
【政治・社会】政治学、地方分権、行政改革、女性問題、少子化問題、都市問題、
年金問題、高齢化社会、社会福祉、地域社会、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
【金融・経済】金融問題、税金、経済政策、経済理論、産業経済、日本経済
【経　　　営】経営戦略、経営革新、経営管理、経営分析、経営診断、ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
【人事・労務】人事管理、人事戦略、目標管理、評価ｼｽﾃﾑ、賃金制度、労務管理、
　　　　　　　労使問題、雇用問題
【能力開発】ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力、ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ、問題解決、自己啓発、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ、接遇
【財務・会計】会計学、企業会計、財務管理、財務分析
【ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ】ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略、流通戦略、販売戦略、地域活性化
【国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ】国際経済、国際ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ、国際金融、アジア経済
【文化・教養】民俗文化、歴史、マスコミ、芸術
【環　　　境】環境問題、ﾘｻｲｸﾙ、景観計画
【ｽﾎﾟｰﾂ・健康】ｽﾎﾟｰﾂ、医学、ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ、ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ
【そ　の　他】語学（英語・中国語）、〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕


	


	うち政策提案力に関する
分野
	専属講師等の数：　　　　　人
代表的な講師
　名前：
　実績：

	
	うち説明力・折衝力に関する分野
	専属講師等の数：　　　　　人
代表的な講師
　名前：
　実績：

	
	うち組織マネジメント力に関する分野
	専属講師等の数：　　　　　人
代表的な講師
　名前：
　実績：

	行政分野における
研修実績
	（特定の講師ではなく、法人自体の実績を記載してください。）

	行政分野における
経験年数
	（特定の講師ではなく、法人自体の経験年数を記載してください。）





 (
（
様式３）
)
過去３年間（Ｒ６～Ｒ８年度）の研修実績（法人全体）

【法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

【都道府県の研修業務のアウトソーシング受託状況】（令和８年１０月末現在で記載してください。）
	都道府県名
	受託年度
	受託業務内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注）都道府県から研修業務の企画、実施、評価等を包括的に受託している場合に記載してください。

【令和６年度】（都道府県のアウトソーシング分は除いてください。）
	区　分
	実施団体数
	研修講座数
	特記事項

	国
	
	
	

	都道府県
	
	
	

	市町村
	
	
	

	民間企業
	
	
	

	合　計
	
	
	



【令和７年度】（都道府県のアウトソーシング分は除いてください。）
	区　分
	実施団体数
	研修講座数
	特記事項

	国
	
	
	

	都道府県
	
	
	

	市町村
	
	
	

	民間企業
	
	
	

	合　計
	
	
	



【令和８年度（予定を含む）】（都道府県のアウトソーシング分は除いてください。）
	区　分
	実施団体数
	研修講座数
	特記事項

	国
	
	
	

	都道府県
	
	
	

	市町村
	
	
	

	民間企業
	
	
	

	合　計
	
	
	



注１）過去３年間に、貴法人が講師派遣または研修の企画運営を行った団体数および研修数を記載してください。
注２）同じ年度で同じ団体に２回以上入っている場合は、団体数は１とカウントし、研修数は延べでカウントしてください。
注３）実績がない場合は、「実績なし」と記載してください。
注４）PR事項等があれば、特記事項欄に記載してください。




（様式４）
研修業務に関する特色

	貴社（団体）の研修についての「基本的考え方」、「得意とする分野」、その他の特色、研修業務を受託した場合の他者との優位性等について自由に記載してください。

	




（様式５）
研　修　内　容　（県　階層別研修）
※　集合研修、オンライン研修、eラーニング等実施方法を選択し、講義内容、講師情報を記載してください。
※　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。
※　研修の実施方法については、メリットデメリットも記載してください。
	研修名
	新採用研修、３年目研修、５年目研修、リーダースキル養成研修、マネジメントスキル養成研修、
課長補佐実務研修、トップマネジメント研修

	高める能力
	組織の一員として、職場の心理的安全性を高めるコミュニケーション（対話）力

	研修の
ねらい
	

	実施方法
	集合研修　　・　オンライン研修　・　eラーニング

	時間・回数
	１回あたりの時間数　（集合研修：●時間）（オンライン研修：●時間）　　実施回数　（５回）

	[bookmark: _Hlk51248670]講義内容
特色

	

	講師
	講師名
	

	
	選定理由
	

	
	略歴
（勤務先）
	

	
	実績/経験年数
	

	選択した実施方法のメリットデメリット
	 (
＜オンライン研修　企画提案の前提条件＞
集合研修より研修時間が短くなっても構わない。
M
icrosoft Teams
を使用する。（リモート会議の設定は自治研修所が行う。）
自治研修所、県庁会議室、出先機関の会議室等など複数の拠点をつなぐ予定とする。（講師以外の拠点における機材の調達、設定は自治研修所が行う。）
)



（様式６）
研　修　内　容　（市町　階層別研修）
※　集合研修、オンライン研修、eラーニング等実施方法を選択し、講義内容、講師情報を記載してください。
※　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。
※　研修の実施方法については、メリットデメリットも記載してください。
	研修名
	新規採用職員研修

	高める能力
	自治体職員（市町）に求められていること、公務員として働くことの意義

	研修の
ねらい
	

	実施方法
	集合研修　　・　オンライン研修　・　eラーニング

	時間・回数
	１回あたりの時間数　（集合研修：●時間）（オンライン研修：●時間）　　実施回数　（３回）

	講義内容
特色

	

	講師
	講師名
	

	
	選定理由
	

	
	略歴
（勤務先）
	

	
	実績/経験年数
	

	選択した実施方法のメリットデメリット
	 (
＜オンライン研修　
企画提案の前提条件＞
集合研修より研修時間が短くなっても構わない。
M
icrosoft Teams
を使用する。（リモート会議の設定は自治研修所が行う。）
自治研修所、県庁会議室、出先機関の会議室等など複数の拠点をつなぐ予定とする。（講師以外の拠点における機材の調達、設定は自治研修所が行う。）
)



（様式７）
研　修　内　容　（能力開発研修）①
※　集合研修、オンライン研修、eラーニング等実施方法を選択し、講義内容、講師情報を記載してください。
※　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。
※　研修の実施方法については、メリットデメリットも記載してください。
	研修名
	[bookmark: _Hlk149577073]女性活躍、女性リーダー育成（受講対象者は、女性職員のみでなくとも可）※県職員・市町職員対象

	高める能力
	女性のリーダー登用、管理職登用に向けて不安解消、自信につなげる

	研修の
ねらい
	

	実施方法
	集合研修　　・　オンライン研修　・　eラーニング

	時間・回数
	１回あたりの時間数　（集合研修：●時間）（オンライン研修：●時間）　　実施回数　（●回）

	講義内容
特色

	

	講師
	講師名
	

	
	選定理由
	

	
	略歴
（勤務先）
	

	
	実績/経験年数
	

	選択した実施方法のメリットデメリット
	 (
＜オンライン研修　
企画提案の前提条件＞
集合研修より研修時間が短くなっても構わない。
M
icrosoft Teams
を使用する。（リモート会議の設定は自治研修所が行う。）
自治研修所、県庁会議室、出先機関の会議室等など複数の拠点をつなぐ予定とする。（講師以外の拠点における機材の調達、設定は自治研修所が行う。）
)



（様式８）
研　修　内　容　（能力開発研修）②
※　集合研修、オンライン研修、eラーニング等実施方法を選択し、講義内容、講師情報を記載してください。
※　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。
※　研修の実施方法については、メリットデメリットも記載してください。
	研修名
	福井県職員クレド研修

	高める能力
	「福井県職員クレド」を理解し、業務の判断軸として活用する力

	研修の
ねらい
	

	実施方法
	集合研修　　・　オンライン研修　

	時間・回数
	１回あたりの時間数　（集合研修：●時間）（オンライン研修：●時間）　　実施回数　（●回）

	講義内容
特色

	

	講師
	講師名
	

	
	選定理由
	

	
	略歴
（勤務先）
	

	
	実績/経験年数
	

	選択した実施方法のメリットデメリット
	 (
＜オンライン研修　
企画提案の前提条件＞
集合研修より研修時間が短くなっても構わない。
M
icrosoft Teams
を使用する。（リモート会議の設定は自治研修所が行う。）
自治研修所、県庁会議室、出先機関の会議室等など複数の拠点をつなぐ予定とする。（講師以外の拠点における機材の調達、設定は自治研修所が行う。）
)



（様式９）
研　修　内　容　（能力開発研修・eラーニング）

※　講義の特色、講師の特徴等についてアピールしてください。

	研修名
	

	高める能力
	

	研修目的
	

	時間
	１回あたりの時間数 １～２時間程度

	内容
	 (
＜e
ラーニング研修　企画提案の前提条件＞
内容（コンテンツ）について企画提案をすること。
受講方法、受講環境等を考慮する必要はない。
受講方法等は、委託先候補者と個別に協議の上、決定することとします。
)

	講師
	講師名
	

	
	選定理由
	

	
	略歴
（勤務先）
	

	
	実績/経験年数
	














（様式１０）
研　修　内　容　（その他研修）
※　集合研修、オンライン研修、eラーニング等実施方法を選択し、講義内容、講師情報を記載してください。
※　講義の特色、講師の特徴等についてもアピールしてください。
※　研修の実施方法については、メリットデメリットも記載してください。
	研修名
	ハラスメント防止研修（ア　ハラスメント相談員向け、イ　幹部職員（特別職を含む）および管理職向け、
ウ　一般職向け）

	高める能力
	ハラスメントについての知識の習得およびそれぞれの立場において求められる意識と行動について学ぶ

	研修の
ねらい
	

	実施方法
	集合研修　　・　オンライン研修　

	時間・回数
	１回あたりの時間数　（集合研修：●時間）（オンライン研修：●時間）　　実施回数　（●回）

	講義内容
特色

	

	講師
	講師名
	

	
	選定理由
	

	
	略歴
（勤務先）
	

	
	実績/経験年数
	

	選択した実施方法のメリットデメリット
	 (
＜オンライン研修　企画提案の前提条件＞
集合研修より研修時間が短くなっても構わない。
M
icrosoft Teams
を使用する。（リモート会議の設定は自治研修所が行う。）
自治研修所、県庁会議室、出先機関の会議室等など複数の拠点をつなぐ予定とする。（講師以外の拠点における機材の調達、設定は自治研修所が行う。）
)



（様式１１）
研　修　内　容（追加で実施すべき研修）
※　「階層別研修」「パワーアップ研修」および「特別研修」の各科目に加え、「福井県職員の人材育成の方針」に照らして、福井県職員の課題やそれを解決するために実施すべきと考える研修（内容）があれば、「様式５」から「様式１０」にならい、提案をしてください。
	研修名
	研修目的
	講義内容
	講師名
	講師経歴

	









	
	
	
	

	









	
	
	
	

	









	
	
	
	

	









	
	
	
	

	




	
	
	
	


· 提案いただく研修について、参考になる資料があれば添付してください。なお、様式は自由です。
· 記載欄は適宜追加して差し支えありません。






 (
（
様式１２）
)
職員の研修意欲を引き出す工夫と研修の効果測定についての提案


法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　


１　職員の研修意欲を引き出す工夫
※研修効果を高めるため、研修中に研修生の集中力や意欲を持続させる工夫を提案してください。（例：教材の工夫、研修生のレベルチェックをした上での研修運営　等）










２　研修の効果測定
※職員研修にとって重要なことは、研修で学んだことが身に付き、実践で活かされることですが、それを把握することは、容易ではありません。そこで、研修効果を測定する方法や業務に活かす方法等について、提案してください。

（１）研修内容や講師の力量を評価する方法について





（２）研修内容が理解されたかどうかを測定する方法について





（３）研修の成果が、実践に活かされているかどうか確かめる方法について





（４）研修効果を業務に活かすための工夫について







※具体的にイメージできるものがあれば、添付してください。


 (
（
様式１
３
）
)実施体制の計画


法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　

１　研修実施体制の考え方
　　　※２に掲げる人員配置で、どのような方法や考え方で研修を実施運営していくのか記載してください。




２　人員配置計画
（１）常駐する配置人員　　　　　名
　【内訳】
[bookmark: _Hlk51072915]①コーディネーター
	氏名（ふりがな）
	
	職　名
	

	経　　歴
	

	選定の理由
	

	備　　考
	



②現場責任者
	氏名（ふりがな）
	
	職　名
	

	経　　歴
	

	選定の理由
	

	備　　考
	



③その他
	人　数
	備　　　　考

	名
	


　　　※コーディネーターが現場責任者を兼ねる場合、「備考」欄にその旨を記載してください。
　　　※「備考」欄に配置人員の身分（正社員、非正規社員、派遣社員等）や現地採用の可否について記載してください。

（２）役割分担







（３）常駐配置人員に対する教育・指導
　　　※配置人員が適切に業務を遂行するために行う教育や指導、その体制を記載してください。








３　研修企画等に携わる後方スタッフの体制（本社との連携体制等）
　　※人員、役職名、業務を行う場所等について、記載してください。
　　※突発的事柄への対応や、県の求めに応じて迅速に研修企画等に対応できるのか、記載してください。

	区分（ケース）
	後方スタッフ体制等

	講師に事故・不祥事等があった場合
	

	運営責任者や運営スタッフに事故・不祥事等があった場合
	

	非常災害時（台風、積雪等）の場合
	

	繁忙期等の場合
	





４　コンプライアンス体制
（１）法人としてのコンプライアンスの考え方




（２）自治研修所での研修運営に係るコンプライアンス体制について

	区分
	管理体制等

	個人情報保護について
	

	情報セキュリティについて
	

	その他
	



　



（３）講師に対するコンプライアンス体制について
　　※専属講師および専属講師以外の管理体制について記載してください。
	区分
	管理体制等

	講師情報の収集について
	

	面談等の実施について
	

	その他　
コンプライアンス徹底の
周知方法について
	












 (
（
様式１４）
)提出書類の開示に関する申出書


法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	開示すると支障が生じる書類
（書類のページ・箇所）
	支障が生じる理由・生じる支障の内容を
具体的に記載してください。

	
	





